
Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

【機密性２】

まちづくり政策と地域交通政策について
（議事(3)）

資料５



都市計画基本問題小委員会について

議論のテーマ

【委 員】
大 橋 洋 一 学習院大学大学院法務研究科教

◎谷 口 守 筑波大学システム情報系社会工学域教授
村 木 美 貴 千葉大学大学院工学研究院教授

【臨 時 委 員】
秋 田 典 子 千葉大学大学院園芸学研究院教授
坂 井 文 東京都市大学都市生活学部教授
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委員等名簿

○ 都市計画基本問題小委員会は、今日の都市計画基本問題（都市において現実に生じている、都市計画に起因し、又は関連
する基本的かつ構造的な諸課題）について、社会経済情勢の変化により顕在化したもの、従来から構造的に生じているものを
洗い出し、その解決に向けて講ずべき施策の方向性を幅広く検討するため、平成２９年２月に設置。

概要と目的

第19回（9月20日開催） 都市構造の「軸」と「拠点」（コンパクト・プラス・ネットワーク）の高質化・多様化について

第20回（10月25日予定） ・広域的な観点からの土地利用の最適化について
・広域連携について
・立地適正化計画が都市経営に与える影響・効果について

第21回以降
・都市アセットの適切な管理・運営・活用によるまちづくりについて
・アジャイルなまちづくりについて
・都市におけるGX・まちづくりのグリーン化について
・スマートシティ、都市におけるDXについて

【専 門 委 員】
内 海 麻 利 駒澤大学法学部政治学科教授
黒 澤 幸太郎 むつ市都市整備部都市計画課長
中 村 英 夫 日本大学理工学部土木工学科教授
名 畑 恵 錦二丁目エリアマネジメント株式会社代表取締役

NPO法人まちの縁側育くみ隊代表理事
馬 場 正 尊 東北芸術工科大学教授

株式会社オープン・エー代表取締役
村 山 顕 人 東京大学大学院工学系研究科都市工学専攻准教授
山 本 雄 司 神戸市都市局長



◆区域外の居住の緩やかなコントロール
○一定規模以上の区域外での住宅開発について、
届出、市町村による働きかけ

コンパクト・プラス・ネットワークの取組を推進する計画制度

立地適正化計画 （市町村が作成）（H26創設）
【改正都市再生特別措置法】

◆区域外の都市機能立地の緩やかなコントロール
○誘導したい機能の区域外での立地について
届出、市町村による働きかけ

〇誘導したい機能の区域内での休廃止について
届出、市町村による働きかけ

◆区域内における居住環境の向上
○住宅事業者による都市計画等の提案制度

居住誘導区域
居住を誘導し人口密度を維持する
エリアを設定

公共交通沿線への
居住の誘導

都市機能誘導区域
生活サービスを誘導するエリアと
当該エリアに誘導する施設を設定

◆都市機能（福祉・医療・商業等）の立地促進
○誘導施設への税財政・金融上の支援
○福祉・医療施設等の建替等のための容積率の緩和
○公的不動産・低未利用地の有効活用
◆歩いて暮らせるまちづくり
○歩行空間の整備支援

国土交通大臣の認定

関係法令の特例・予算支援の充実

Ｚ
拠点エリアへの
医療、福祉等の
都市機能の誘導

歩行空間や自転車
利用環境の整備

立地適正化計画
連携

好循環を実現

多極ネットワーク型
コンパクトシティ

地域公共交通
計画

拠点間を結ぶ
交通サービスを充実

乗換拠点
の整備

地域公共交通計画 （市町村・都道府県が作成）
（従前の地域公共交通網形成計画制度：H26創設）

【改正地域公共交通活性化再生法】

①地域公共交通利便増進実施計画

ダイヤ・運賃等の調
整による公共交通
サービスの改善

②地域旅客運送サービス継続実施計画

従来の公共交
通機関に加え、
地域の輸送資
源の総動員によ
る移動手段の維
持・確保

○路線バス等の維持が困難な場
合に、地方公共団体が、関係
者と協議の上、公募により代
替する輸送サービス（コミュニティ
バス、デマンド交通、タクシー、自家用有
償旅客運送、福祉輸送等）を導入

○路線等の見直し
○等間隔運行、定額制乗り放
題運賃等のサービスを促進 等

◆まちづくりとの連携
◆地方公共団体が中心となった地域公共交通
ネットワークの形成の促進

○ 平成26年にコンパクト・プラス・ネットワークのための立地適正化計画及び地域公共交通計画の計画制度を創設

⇒ 居住機能や都市機能の誘導と連携して、公共交通の改善と地域の輸送資源の総動員による持続可
能な移動手段の確保・充実を推進



【検討にあたっての論点】

■都市の骨格となる公共交通軸の確保に向けて
・ 都市の骨格となる公共交通軸とそれを支える拠点整備等を一体的かつ即地的・具体的に計画に定め、それらを連動して
施策展開をしていくべきではないか

・ 施策展開をしていく上では、地域公共交通計画等他の行政計画との関係も踏まえ、一体的な取組を推進するためにどの

ような取組が必要か。その際には、公共交通軸に係る取組を、中長期を射程に入れた立地適正化計画へ明示的に位置

づけることで都市経営上の効果を考慮しながら検討をすべきではないか

・ 都市中心部のみならず住まい近傍の拠点においても、魅力的な空間形成を図るための取組を通して拠点内の回遊性や
滞在性を向上させ、公共交通軸と連携し一体的に検討していくべきではないか。それにあたっては立地適正化計画に基づ
くコンパクト・プラス・ネットワークの取組と連携してどのように実施すべきかを検討すべきではないか

■公共交通軸と連携した拠点の魅力向上に向けて
・ 都市中心部以外の公共交通軸上の拠点や、住まい近傍における都市機能誘導区域の設定のあり方について、

検討すべきではないか

・ 都市計画上位置付けられた公共交通軸上に存する産業・雇用の拠点を立地適正化計画にも位置付けていくことは公共
交通軸の確保にあたっても重要であるが、中長期を射程に入れた計画に公共交通軸と一体となった産業拠点を位置付け
る事前明示の効果も踏まえ、立地適正化計画の中でどのように位置づけていくことが適切かを検討すべきではないか

※最近の社会動向（新型コロナ危機を契機したまちづくりの方向性、新たなモビリティの実装、EC市場規模の増大等）も考慮に入れて検討

コンパクト・プラス・ネットワークの高質化・多様化について



■まちづくりの観点から公共交通の充実に資する取組を位置付け■誘導区域と公共交通利便性強化路線

【施策事例】生活利便施設の立地支援

〇 厚木市は立地適正化計画と地域公共交通計画を一体の計画（コンパクト・プラス・ネットワーク推進計画）として作成

〇 片道１日30 本以上のバスが運行するバス路線を「公共交通利便性強化路線」として位置付け、各軸の居住地や

生活利便性の立地状況などを踏まえ、居住誘導区域とも連動させた施策を推進

⇒ 立地適正化計画と地域公共交通計画を一体的に策定し、双方の計画に基づく取組を即地的・

具体的に定めた上で連動して実施している事例も存在

特徴として、

・公共交通軸の位置づけ（バ
ス停、サービスレベル）

・交通結節点となる中心部の
駅周辺の拠点整備

・都市の骨格となるバス強化
路線沿線の生活利便施設
の立地支援

等の即地的・具体的な取組を
位置付けている

立地適正化計画に公共交通軸が有機的に位置づけられた事例【神奈川県厚木市】

出典：厚木市コンパクトプラスネットワーク推進計画


